








































































































































































































　　Responding to pandemic inﬂ uenza




























































































































































































































（デュー・プロセス＝ due process of law）の中心をなすものである。ま
た、医事法の世界では、インフォームド・コンセント（医師による十分な
説明と患者の真意に基づく同意）＝患者の自己決定が重要な法理とされて
いる。さらに、法の下の平等が根本原理であることは論をまたない。ここ
で紹介したイギリスの文書では、当然のことながら、自由、自己決定、告
知、聴聞、平等などの重要性をふまえた解説が施されている。
　また、パンデミック・インフルエンザについて、具体的に「法の下の平
等」が問われるものとして、パンデミックの際の、ワクチンを投与する順
位の決定の問題を挙げることができよう。我が国においては、供給される
パンデミックワクチンの人数分は明らかにされていないが
（娃）
、フェーズ４で
は、医療機関等で患者を診察した従事者、患者と濃厚接触があり、社会機
能維持に必要な者への抗インフルエンザ薬の予防投与が指示され、フェー
ズ６になると、抗インフルエンザ薬の治療の優先順位が定められている。
それによれば、①新型インフルエンザ入院患者、②罹患している医療従事
者及び社会機能維持者、③罹患している医学的にハイリスク群（心疾患を
有する者など）、④児童、高齢者、⑤一般の外来患者とされている
（阿）
。ここ
で社会機能維持者とは、①治安を維持する者、②ライフラインを維持する
者、③国又は地方公共団体の危機管理に携わる者、④国民の最低限の生活
維持のための情報提供に携わる者、⑤ライフラインを維持するために必要
な物資を搬送する者、とされており、その例としては、①消防士、警察
官、自衛隊員など、②電気、ガス、水道事業者、③公務員の中で危機管理
に携わる者、④重要なネットワーク事業・管理を行う通信事業者、⑤鉄
道、航空、道路運送業者などが挙げられている
（哀）
。法の下の平等という観点
からは、このような順位付けの妥当性は検討に値するものであろう。
　いずれにせよ、「社会機能の維持に関しては政府全体に関わる危機管理
の問題であり、高度な政治的判断にもとづいた対応準備体制の確立が必要
（838）
80
である
（愛）
」という指摘は適切であり、パンデミックの起こるはるか前に、国
が十分な対策を立てることを期待したい。また、民間でも、対策を立てて
いる企業も存在するし
（挨）
、大学についても、本学は、2006年に、鳥インフ
ルエンザ撲滅を目指した対策の確立を目標として、鳥インフルエンザ研究
センターを設立した
（姶）
。また、公的機関でも、先に紹介した小樽保健所は、
積極的な広報活動を展開されている。まだまだ、危機意識は薄いのは確か
であるが
（逢）
、このような活動がさらに広がることを期待したいし、その際に
は、人権の問題も忘れられてはならないことを最後に指摘しておきたい。
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は、現在の日本社会は、「社会に危機的影響をもたらす問題への関心が薄く、
実際に危機が起きたとき、社会的責任を担うことのない国民で構成されてい
る」とし、この問題への対策が不十分であることに警鐘を鳴らされている。
＊ 校正の段階で、2008年１月12、13日に NHKスペシャルが新型インフルエンザ
の問題を取り上げ、日本経済新聞（2008年１月23日）、週間朝日と週間ポスト
の2008年２月１日号も記事を掲載した。それによって、アメリカ合衆国におい
てワクチン投与の順位が問題となり、政府が、高齢者よりも若年層を優先する
ように案を変更したとの情報を得た。また、我が国でも、流行初期に接種する
プレパンデミックワクチンの備蓄計画を厚生労働省が見直し、2000万人分を
3000万人分へ拡大する方針であるとの報道に接した（朝日新聞2008年１月22
日）。今後の動向を注視したい。
（837）
